
平成３０年度 第３回公共事業評価専門委員会

議 事 概 要

区 分 内 容

1.日 時 平成３０年１０月２３日（火） １０：００～１８：１５

2.場 所 道庁別館庁舎１０階 労働委員会会議室

3.出席者 （委員）内田委員長、山本副委員長、庄子委員、玉堀委員、中津川委員
野呂委員、渡部委員

（道側）総合政策部計画推進課 石川課長、諸岡主幹
建設部建設政策課 鈴木課長、栗原主幹 他

4.議 事 ◆議事
及 び 平成３０年度公共事業再評価対象地区【４８地区】の審議について
結果等

◆審議結果
公共事業再評価対象地区４８地区について審議し、今後の対象方針につ

いては、すべての地区で【事業を継続することは妥当】との了承を得た。
なお、次のとおり付帯意見を付すこととした。

◆付帯意見
●公共事業評価全般

事業の実施に当たっては、さらなるコスト縮減や効率的な整備を徹底
すること。

●広域河川改修事業費・河川総合流域防災事業費全般
水系単位で整備効果が発現する河川事業など、事業が長期化している

地区については、社会経済情勢や事業の進捗状況を的確に把握し、より
一層地域の実情に応じた事業計画となるよう努めるほか、事業の早期完
成を目指すこと。

◆委員会における主な発言等
●06-02 道営土地改良事業費（農地整備事業（中山間地域型））

今後、事業を実施する際には、近隣地域を含む農業者に対し、土地利
用の将来予測を示すなど、より一層丁寧な説明を行い、着手後に事業量
が大幅に増加しないよう努めること。

●08-01 道路改築事業費（江別恵庭線）
用地交渉など、今後の事業執行に影響を及ぼす恐れのある事項につい

ては、見通しなども含め、委員会に対してできるだけ幅広く説明するよ
う努めること。

●08-25 河川総合流域防災事業費（アイヌ川）
計画策定後、長期間経過している事業内容については、社会情勢の変

化により事業費の変動も考えられるため、より細やかにコスト管理を行
うよう努めること。

●公共事業評価全般
資材単価の上昇などによる事業費の増額を伴う事業については、事業

の進捗や予算動向などを踏まえ、適切な時期に事業期間の見直しを行う
こと。

5.その他 ○平成30年度第２回公共事業評価専門委員会における「事業費に10億円以上
の増減が生じた地区の報告」において意見のあった、「都市計画街路事業費
(３．３．304 南大通)」の既設函渠への影響軽減策などの検討状況について
報告した。

（総合政策部政策局計画推進課政策評価G）


